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現在、交通事故による被害状況は減少傾向にはあるが、平成 22（2010）年中の死者数は 4,863

人、負傷者数は 896,208 人となっており、交通事故の現状は依然として深刻な状況である。 

政府においては、平成 22（2010）年１月の内閣府特命担当大臣（中央交通安全対策会議交通対

策本部長）の談話に基づいて、『平成 30 年（2018）を目途に、交通事故死者数を半減させ、これを

2,500 人以下とし、世界一安全な道路交通の実現を目指す』という目標が掲げられた。また、本年 3

月に作成された第 9 次の交通安全基本計画では、人命尊重の理念に基づき、究極的には、交通事

故のない社会を目指すことが必要としつつ、経過目標として平成 27（2015）年までに 24 時間死者数

を 3,000 人以下とする目標が設定された。 

 

交通事故被害の軽減については、これまで、「人」、「道」、「車」の三つの要素について、政府を

あげて交通安全対策に取り組んできたところであり、国土交通省自動車交通局においては、交通事

故対策として、主に、事業用自動車の安全対策及び車両構造面からの安全対策を担当しており、

事業用自動車については、平成 22（2009）年に「事業用自動車総合安全プラン 2009」を取りまとめ、

10 年間で事業用自動車の事故による死者数を半減させる等の目標を掲げて各種施策を講じてい

る。 

一方、車両の安全対策については、平成 11（1999）年の運輸技術審議会の答申「安全と環境に

配慮した今後の自動車交通政策のあり方について」（以下、「平成 11 年答申」と記載。）及び平成 18

（2006）年の交通政策審議会自動車交通部会の報告書「交通事故のない社会を目指した今後の車

両安全対策のあり方について」（以下、「平成 18 年報告書」と記載。）に基づいて、平成 22（2010）年

までに交通事故死者数を、車両の安全対策により 2,000 人以上削減するとの目標を掲げ、達成に

向けて努力してきたところであり、今般目標とする年度をむかえたところである。 

 

今後、交通事故死者数等を更に低減し、世界一安全な道路交通を実現していくためには、引き続

き「人」、「道」、「車」の三つの要素それぞれについて、更なる対策を講じていくことが必要である。 

また、近年、少子高齢化の進展等を反映した交通事故被害者層の変化や低炭素化に向けた超

小型モビリティ等の新技術の導入、車両構造の変化等、交通社会や自動車を取り巻く環境が大きく

変化しようとしており、対策を講じていく上ではこれらの変化を踏まえた新たな対策の検討も必要と

なる。 

 

本報告は、車両の安全対策について、これまでの目標の達成状況の評価と、上記のような現状

を踏まえ、今後 5～10 年先を念頭においた新たな目標の策定及びその目標達成に向けて取り組む

べき事項、方向について取りまとめたものである。 
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